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75歳以上人口の割合 
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12,779万人 
12,806 

1,529 

8,174 

1,684 

11.9% 

平成24年推計値 
（日本の将来人口推計） 

実績値 
（国勢調査） 

11.1% 

（資料）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）出生中位（死亡中位）推計 
           2010年の値は総務省統計局「平成22年国勢調査による基準人口」（国籍・年齢「不詳人口」を按分補正した人口）による。 
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高齢者数のピーク 
3,878万人（2042年） 

－１５－ 

75歳以上の高齢者数の急速な増加 
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 

1990年(実績) 2025年 2060年 

○ 日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、 
    少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定 
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5 （出所）総務省「国勢調査」、社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」 （出生中位・死亡中位）、厚生労働省「人口動態統計」 
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「肩車型」社会へ 
 今後、急速に高齢化が進み、やがて、「１人の若者が１人の高齢者を支える」という厳しい社
会が訪れます。 

社会保障改革により、支え手
を少しでも増やす努力が必要 ^  ^ 

0 ^  ^ 
0 
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出生数（率） 
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（出所） 日本は、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 
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資料：1920年は厚生省「昭和59年厚生白書」、1961年、2009年は厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」等より厚生労働省政策統括官付政策評価官室    
    において作成。 
（注） 価値観の多様化により、人生の選択肢も多くなってきており、統計でみた平均的なライフスタイルに合致しない場合が多くなっていることに留意する必要がある。 
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統計でみた平均的なライフサイクル 
 
 
 
 
 

子どもの数は減少する一方、平均寿命の延伸により夫の引退からの期間も長くなっています。 



社会保障をどう支えていくのか 



社会保障給付費の推移 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成19年度社会保障給付費」2010年度（予算ベース）は厚生労働省推計、 
    2010年度の国民所得額は平成22年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成22年1月22日閣議決定） 

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2007並びに2010年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。 
（参考）一人当たり社会保障給付費は、2007年度で71.6万円、2010年度（予算ベース）で82.8万円である。 

  1970 1980 1990 2000 2010(予算ﾍﾞｰｽ) 

国民所得額（兆円）Ａ 61.0  203.9  346.9  371.8  336.4  

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 105.5(100.0%) 

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 53.2( 50.4%) 

          医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 32.1( 30.4%) 

          福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 20.2( 19.1%) 

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.61% 21.01% 31.36% 
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（注）１．後期高齢者とは後期高齢者医療制度の被保険者であり、若人とは後期高齢者医療制度以外の医療保険加入者である。 
   ２．入院は、入院時食事療養費・入院時生活療養費（医科）を含んでおり、外来は、入院外（医科）及び調剤費用額の合計である。 
   ３．後期高齢者の１人当たり医療費は９０．５万円となっており、若人の１人当たり医療費１９．７万円の４．６倍となっている。 
（資料）保険局調査課「医療保険に関する基礎資料」 

若人 

後期高齢者 
４．６倍 

若人 

後期高齢者 
７．１倍 

若人 

後期高齢者 
３．７倍 

入院 

外来 

若人 

受診率 ６．６倍 

若人 

後期高齢者 

受診率 ２．４倍 

１件当たり受診日数 
１．４倍 

１件当たり受診日数 
１．３倍 

１日当たり診療費 
０．８倍 

１日当たり診療費 １．１倍 

１人当たり診療費の若人との比較（平成２２年度） 三要素の比較（平成２２年度） 

※ なお、後期高齢者の１件当たり診療費を若人と比較すると、 
  入院１．１倍、外来１．５倍であり、一年間の受診頻度 
  を示す１人当たり日数で比較すると、入院９．１倍、 
  外来３．２倍である。 

１人当たり診療費 

うち入院 

うち外来 
後期高齢者 

後 期 高 齢 者 医 療 費 の 特 性 



年齢階級別の一人当たり医療費 

○  年齢階級別の一人当たり医療費を見ると、高齢になるほど一人当たり医療費は増大。  
○  高齢者の医療費をどのように国民全体で公平に負担し合うのかが課題。 
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（注１）１人あたりの医療費と自己負担は、それぞれ加入者の年齢階級別医療費及び自己負担をその年齢階級の加入者数で割ったものである。 
（注２）自己負担は、医療保険制度における自己負担である。 
（注３）予算措置による70～74歳の患者負担補填分は自己負担に含まれている。 
（注４）１人あたり保険料は、被保険者(市町村国保は世帯主）の年齢階級別の保険料（事業主負担分を含む）を、その年齢階級別の加入者数で割ったものである。 
（注５）端数処理の関係で、数字が合わないことがある。 
【出典】各制度の事業年報等をもとに医療給付実態調査等を用いて保険局調査課により推計 
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生涯でみた給付と負担のバランス 
人口構成の変化が一層進んでいく社会にあっては、給付は高齢世代中心、負担は現役世代
中心という現在の社会保障制度を見直していくことが必要です。 

（注）平成21年度（データがない場合は可能な限り直近）の実績をベースに1人当たりの額を計算している。 
   ただし、「公共事業＋防衛＋その他」については、平成22年度予算ベース。 12 
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z 国庫負担等 

税金投入が 
毎年１兆円規模で増加 
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高齢化社会における 
医療・介護ニーズの実態 
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○６０％以上の国民が「自宅で療養したい」と希望。 

○自宅で最期まで療養するには、家族の負担や急変したときの対応などに不安を感じている。 
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なるべく今まで通った（または現在入院中の）医療機関に入院したい なるべく早く緩和ケア病棟に入院したい 
自宅で療養して、必要になればそれまでの医療機関に入院したい 自宅で療養して、必要になれば緩和ケア病棟に入院したい 
自宅で最後まで療養したい 専門的医療機関(がんセンターなど）で積極的に治療が受けたい 
老人ホームに入所したい その他 

■終末期の療養場所に関する希望 

出典）厚生労働省 平成２０年「終末期医療に関する調
査」 

出典）厚生労働省 「終末期医療に関する調査」（各年） 
■自宅で最期まで療養することが困難な理由（複数回答）   

終末期医療に関する調査 

15 



【自分が介護が必要になった場合】 
 最も多かったのは「家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で介
護を受けたい」で46％、2位は「自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて
介護を受けたい」で24％、3位は「有料老人ホームやケア付き高齢者住宅に住み替えて介
護を受けたい」で12％。 

１．自宅で家族中心に

介護を受けたい 
4% 

２．自宅で家族の介護

と外部の介護サービ

スを組み合わせて介

護を受けたい 
24% 

３．家族に依存せずに

生活できるような介護

サービスがあれば自

宅で介護を受けたい 
46% 

４．有料老人ホームや

ケア付き高齢者住宅

に住み替えて介護を

受けたい。 
12% 

５．特別養護老人ホー

ムなどの施設で介護

を受けたい。 
7% 

６．医療機関に入院し

て介護を受けたい。 
2% 

７．その他 
3% 

８．無回答 
2% 

介護が必要になった場合 
の介護の希望 

資料出所：平成２２年２月「介護保険制度に関する国民の皆さまからのご意見募集（結果概要について）」厚生労働省老健局 

介護の希望（本人の希望） 
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自分自身に介護が必要となった場合に困る点 

出典：内閣府 介護保険制度に関する世論調査(平成22年9月) 17 
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人生の楽しみが感じられなくなること 

介護をしてくれる家族がいないこと 

介護のための部屋がない、入浴しにくいなど住宅の構… 

現在の住まいで生活できなくなること 

介護サービスについての情報が少ないこと 

緊急の場合に対応できる病院や診療所が近くにないこと 

その他 

特に困らない 

わからない 

介護のための部屋がない、入浴しにくい 
など住宅の構造に問題があること 

(Ｎ＝3,272人、M.T.＝301.0%) 

(％) 



【両親が介護が必要になった場合】 
○ 最も多かったのは「自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介護を

受けさせたい」で49％、2位は「家族に依存せずに生活できるような介護サービスが
あれば自宅で介護を受けさせたい」で27％となっており、前記自分の場合と1位と2
位が逆転している。 

○ いずれの場合も、在宅希望が上位を占めており、施設や医療機関への入院･入所希
望は1割弱にとどまった。 

１．自宅で家族中心に

介護を受けさせたい 
4% 

２．自宅で家族の介

護と外部の介護サー

ビスを組み合わせて

介護を受けさせたい 
49% 

３．家族に依存せずに

生活できるような介護

サービスがあれば自

宅で介護を受けさせ

たい 
27% 

４．有料老人ホームや

ケア付き高齢者住宅

に住み替えて介護を

受けさせたい。 
5% 

５．特別養護老人

ホームなどの施設で

介護を受けさせたい。 
6% 

６．医療機関に入院し

て介護を受けさせた

い。 
2% 

７．その他 
3% 

８．無回答 
4% 

ご両親が介護が必要となった場合 
の介護の希望 

資料出所：平成２２年２月「介護保険制度に関する国民の皆さまからのご意見募集（結果概要について）」厚生労働省老健局 

介護の希望（家族の希望） 
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出典：医療経済研究機構  
    ｢ 要介護高齢者の終末期における医療に関する研究報告書｣ 

※他国との比較のため、日本のデータは2000年時点のデータを使用 

19 

死亡の場所(各国比較) 
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【資料】 
2010年（平成22年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣ 
2011年（平成23年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（2006年度版）｣から推定 

2010年 死亡者数 1,192千人 
     65歳以上  1,020千人 

実績 推計 

年 

人 

※介護施設は老健、老人ホーム 

死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計 
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2030年 推計死亡者数 1,597千人 
             (405千人増) 

2030年までに約40万人死亡者数が増加すると見込まれるが、看取り先の確保が困難 

課題 
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高齢者単身世帯における要介護分布の年次推移 高齢者単身世帯と高齢者人口の伸び率 

（出典）国民生活基礎調査から作成 

高齢者単身世帯の増加 

（※）介護を要する者のいる世帯数１万対 
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2025年までの増加数 

2005年 

高齢者人口（65歳以上）の増加数 
（ 2005年 → 2025年） 

（人） 

東京都、神奈川県、大阪府、埼玉県、愛知県、 
千葉県、北海道、兵庫県 、福岡県で、 

全体の増加数の約６０％ 

出典：国勢調査（平成17年） 
    国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成19年5月推計）」 

』（平成19年5月推計） 
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① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,658万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,878万人）。  
  また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。  

2012年８月 2015年 2025年 2055年 

65歳以上高齢者人口（割合） 3,058万人（24.0%） 3,395万人（26.8%） 3,658万人（30.3%） 3,626万人（39.4%） 

75歳以上高齢者人口（割合） 1,511万人（11.8%） 1,646万人（13.0%） 2,179万人（18.1%） 2,401万人（26.1%） 

② 65歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生
活自立度」Ⅱ以上の高齢者が増加していく。 

④ 75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢
化の状況は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。 

（万人） 
（1,000世帯） 

「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の
高齢者数の推計（括弧内は65歳以上人口対
比） 

世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計 
 

今後の介護保険をとりまく状況について 

280万人 
（9.5％） 

345万人 
（10.2％） 

410万人 
（11.3％） 

470万人 
（12.8％） 

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450
500

2010年 2015年 2020年 2025年 
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埼玉県 千葉県 神奈川県 大阪府 愛知県 東京都 ～ 鹿児島県 島根県 山形県 全国 

2010年 
＜＞は割合 

58.9万人 
＜8.2%＞ 

56.3万人 
＜9.1%＞ 

79.4万人 
＜8.8%＞ 

84.3万人 
＜9.5%＞ 

66.0万人 
＜8.9%＞ 

123.4万人 
＜9.4%＞ 

25.4万人 
＜14.9%＞ 

11.9万人 
＜16.6%＞ 

18.1万人 
＜15.5％＞ 

1419.4万人 
＜11.1%＞ 

2025年 
＜＞は割合 
（ ）は倍率 

117.7万人 
＜16.8％＞ 
（2.00倍） 

108.2万人 
＜18.1%＞
（1.92倍） 

148.5万人 
＜16.5%＞ 
（1.87倍） 

152.8万人 
＜18.2%＞ 
（1.81倍） 

116.6万人 
＜15.9%＞ 
（1.77倍） 

197.7万人 
＜15.0%＞ 
（1.60倍） 

29.5万人 
＜19.4%＞ 
（1.16倍） 

13.7万人 
＜22.1%＞ 
（1.15倍） 

20.7万人 
＜20.6%＞ 
（1.15倍） 

2178.6万人 
＜18.1%＞ 
（1.54倍） 

（％） 

4,980  6,008  6,679  7,007  7,298  7,622  
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0
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世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数 

世帯主が65歳以上の単独世帯数 

世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合 

③ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が 
 増加していく。  



地域包括ケアシステム 
の構築を目指して 



地域包括ケア研究会 報告書（平成22年3月） 
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2025年に実現を目指すべき地域包括ケアシステムの姿 

地域包括ケアを支えるサービス提供体制の在り方 
 

地域住民は住居の種別(従来の施設、有料老人ホーム、グループホーム、
高齢者住宅、自宅）にかかわらず、おおむね３０分以内(日常生活域)に生活
上の安全・安心・健康を確保するための多様なサービス(注)を２４時間３６５日
を通じて利用しながら、病院等に依存せずに住み慣れた地域での生活を継
続することが可能になっている。 

良質なケアを効率的に提供するための人材の役割分担 
 

２０２５年には、地域包括ケアを支える人材間の役割分担と協働が図られ、
人材の専門能力の一層の向上と生産性・効率性向上が図られている。また、
医療や介護の専門職のほか、高齢者本人や住民によるボランティアといった
自助や互助を担う者など、様々な人々が連携しつつ参画している。 

(注) 居場所の提供、権利擁護関連の支援、生活支援サービス、家事援助サービス、身体介護、

ターミナルを含めた訪問診療・看護・リハビリテーションなどのサービスが個々人のニーズに応じ
て切れ目なく総合的かつ効率的に提供される。 



＜地域包括ケアシステム＞ 
（人口１万人の場合） 

通院 

訪問介護 
・看護 

・グループホーム 
（17→37人分） 
・小規模多機能 
（0.22か所→２か所） 
・デイサービス など 

退院したら 

住まい 

自宅・ケア付き高齢者住宅 

老人クラブ・自治会・介護予防・生活支援 等 

生活支援・介護予防 

医療 
介護 

・在宅医療等 
（１日当たり 
 17→29人分） 
・訪問看護 
（１日当たり 
 31→51人分） 

・24時間対応の定期
巡回・随時対応サー
ビス（15人分） 

・介護人材
(219→ 
364～383人) 

通所 

在宅医療 
・訪問看護 

※地域包括ケア
は、人口１万人程
度の中学校区を単
位として想定 

※数字は、現状は2012年度、目標は2025年度のもの 
26 

改革のイメージ 

病気になったら 

・医療から介護への 
 円滑な移行促進 
・相談業務やサービス 
 のコーディネート 

元気でうちに 
帰れたよ 

亜急性期・回復
期リハビリ病院 

救急・手術など高度医療 

集中リハビリ 
→早期回復 

早期退院 

（人員１.6倍 
  ～2倍） 

急性期病院 

日
常
の
医
療 

・地域の病院、拠点病院、回復期病院の役割 
 分担が進み、連携が強化。 
・発症から入院、回復期、退院までスムーズ 
 にいくことにより早期の社会復帰が可能に 

包括的 
マネジメント 

  
  ・在宅医療連携拠点 
  ・地域包括 
   支援センター  
  ・ケアマネジャー 
  

かかりつけ医 

地域の連携病院 

■ 高度急性期への医療資源集中投入などの入院医療強化 
■ 在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築 

どこに住んでいても、その人にとって適切な医
療・介護サービスが受けられる社会へ 

在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築 
 
 



活発なご議論を期待しています 
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